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研究成果の概要（和文）：研究の結果、以下の点が明らかになった。1. 米国の生産性向上の対日援助は冷戦時
代には非常に戦略的であったこと、2.日本側の援助の中心的役割は政府ではなく経済同友会であったこと、3. 
対日援助後、労使関係が戦闘的なものから建設的なものへと変化し、いわゆる日本型の労使関係が形成されたこ
と、4. 民間部門が主導し、役割を果たす必要があること、5.開発途上国企業のカイゼン研修は、労使関係の強
化にプラスの効果をもたらしたこと、5. 途上国企業のカイゼン研修は、労使（および労働者間）協力の強化、
生産性の向上、労働条件の改善、賃金の上昇、経営者の改善訓練への支払い意欲にプラスの効果があった。

研究成果の概要（英文）：The study revealed the following points: 1. U.S. aid on productivity 
movement to Japan was very strategic in its Cold War period; 2. The central role in receiving aid on
 the Japanese side was played by Keizai Doyukai, not the government; 3. Labor-management relations 
changed from combative to constructive after aid to Japan, creating what is called Japanese-style 
labor-management relations; 4. The private sector needs to take the lead and play a role in private 
sector aid rather than the government; 5. Kaizen training in developing countries' firms had 
positive impacts on strengthening management-worker (and inter-worker) cooperation, increasing 
productivity, improving working conditions, increasing wages, and the willingness of management to 
pay for kaizen training.

研究分野：国際開発、開発経済、国際経済、産業政策、ソーシャル・キャピタル

キーワード： 途上国　産業開発　国際協力　アフリカ　インパクト評価　歴史　産業政策　カイゼン

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
現在、カイゼンは日本の援助の柱の一つになっているがどのような効果があるかは分かっていなかった。本研究
では米国の対日援助の歴史（定性分析）と、プロジェクトの定量的分析により次の点を明らかにした。

1. 産業開発のイニシアティブは民間セクターが主導し、それを補完する形の産業政策が必要なこと。2. 日本は
対立的であった労使関係を生産性向上に取り組むことによって建設的なものとし、経済発展につなげたこと。特
に企業の業績が向上するだけではなく、労働者の労働条件の改善が鍵となること。3. 現在のカイゼンプロジェ
クトは労使関係の強化にプラスの効果をもたらしており長期的に格差の解消に寄与する可能性が高いこと。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
カイゼンが日本の ODA の援助戦略の一つとして注目されるようになってきている。アフリカ
ではエチオピアで 2008 年に開始されたのを皮切りに、すでにタンザニア、ケニア、カメルーン
など多くの国に協力が拡大している。しかし、カイゼンを振興する産業政策は市場介入すること
から、新古典派の立場が強い世界銀行等は距離を置いている。 
このカイゼンについては次の３点の研究が不足している。それは第 1に、企業の売り上げなど
以外の社会的側面（例えば雇用など）にインパクトがあるかどうか分からないという点である。
第 2 に、日本自身のアメリカによる対日援助のカイゼン導入がどのようなインパクトを持った
かである。第 3に、カイゼンの援助を受ける側としての日本の経験（教訓）がどうであったのか
である。  
カイゼンの雇用などへの社会的インパクトが明確になり、日本の経験が実証され、被援助国と
して制度づくりの工夫が明確になれば、日本単独ではなく、世界銀行など他の援助機関とともに
援助の潮流を作り出すことに資すると思われる。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、カイゼンが援助アプローチとして有効か、社会的インパクトに注目しながら
次の3つの異なった視点から研究し、そのインパクトを明確化することである。3つの視点とは、
（1）最新のインパクト分析手法によるカイゼンの雇用などへの社会的インパクトの検証、（2）
日本の経済成長の過程にカイゼンの果たした役割の実証研究、特に格差縮小に果たした役割の
検証、（3）被援助国であった日本の経験から途上国支援への制度づくりの教訓の抽出である。 
 
３．研究の方法 
本研究では日本の ODA の主要なアプローチの一つになったカイゼンについて社会的側面を評
価することを目的としている。そのため次の 3つの側面から検証を行った。それは、（1）アメリ
カの対日援助としての生産性向上（カイゼン）支援受け入れにおいて、どのように制度づくり（特
に労働組合などインフォーマルな制度まで巻き込んで）ができたか（定性・歴史・日本）、（2）
日本の高度成長期におけるカイゼン導入による労使分配率への影響の分析（定量・歴史・日本）、
（3）インパクト評価手法による実際のプロジェクトの評価（定量・現在・途上国）、である。こ
れにより「定量・定性」、「途上国、日本」、「過去、現在」という組み合わせで検証することが可
能になる。 
 
４．研究成果 
（1）アメリカ対日援助研究からの成果（定性・歴史・日本） 
この研究においてはアメリカによる生産性向上の対日援助に焦点を当て、終戦直後から 1960年
代のアジアへの展開をはじめる時期まで主に公文書を追いながら振り返ったものである。この
時期は終戦から、援助を日本が受けていた被援助国の時代を経て、日本が援助をアジアに展開し
ていった時代である。この研究が目的としたところは、日本が被援助国であったときにどのよう
にアメリカの生産性向上支援を受容していたかを検証し、被援助国としての経験がどのような
ものであったかを導き出すことであった。 
 明らかになったのは次の３点である。第１に、アメリカの援助は極めて戦略的なもので、かつ
大規模であったということである。終戦直後の非軍事化・民主化の時代、そして冷戦の中、保守
的な方向に転換し労働組合の位置づけは、「日本を民主化」する手段から、「ソ連に対する反共」
の手段へと位置づけが変わっていった。そうした位置づけの中でマーシャル・プランは実施され、
生産性向上支援はその中において最も中核をなしていた。対日支援はそうしたヨーロッパにお
ける取り組みの移植であった。生産性向上プロジェクトの支援はこうした戦略的な位置づけの
中で行われ、７年間で 3,986 名の研修員を受け入れるなど極めておおきな規模で実施されてい
たのである。 
第２に、対日援助の受け入れに当たって、日本では政府ではなく民間セクター（とくに経済同
友会）が援助の受け入れに中心的な役割を果たしたことである。むしろ政府は活発な民間の動き
を補助的に支える役割を担ったのであり、これは理想的な産業政策のあり方であったと言える。
援助受け入れに当たって予算の半分（半年で１億 800 万円-１億 3200 万円）は日本が負担し、し
かも政府ではなく大部分を民間が負担した点も特筆すべきであろう。つまり、民間のコミットメ
ントが高かったと言える。アメリカの援助規模はおおきかったにもかかわらず、現在の日本国内
では生産性向上について被援助国であったという認識はあまり持たれていない。それだけ日本
においては生産性向上を政府、企業、労働者ともそれぞれが自らのものとして受容していったた
めと考えられる。 
第３に、日本において労使関係はもともと対立的であったが、援助を受け入れていく中で生産
性本部などを中心に反対派の労働組合の指導者もアメリカへの視察に送り出し、徐々に生産性
向上運動に参加できる素地を作り協調的な労使関係に変化していったことである。その過程は
対立的労使関係から建設的労使関係への転換であったと言えるだろう。つまり、協調的な労使関
係は日本においても生産性向上に取り組む中でむしろ作り上げられてきたのであり、そのこと
はカイゼンが他国でも実施できるということを示唆している。 
日本自身がカイゼンを援助戦略の柱として展開している現時点に立ってこの歴史を見ると次



のようなことが言える。最も重要な点は日本では民間が中心となってアメリカの援助を受け入
れ、そしてその後、日本から途上国への援助についてもイニシアティブをとっていたということ
である。アフリカなどで生産性向上の支援を実施する際に「政府の失敗」を指摘する声がよく聞
かれるが、日本の援助の受け入れは民間が中心に引っ張り、それを政府が補助金などで支えると
いう理想的な民間と政府の関係であったということである。さらにこの支援に日本側が強くコ
ミットメントしたことは、巨額の予算の半分を当初から日本が負担したことに現れている。そう
した相手国が半分以上の経費を負担するプロジェクトは JICA（国際協力機構）のプロジェクト
の中でもサウジアラビアの自動車技術高等研修所（SJAHI）プロジェクトなどごく数えるほどで
ある。 
 
表１ 1960 年代と現在の協力形態などの比較 

項目 1960 年代 現在 
政府援助機関 OTCA JICA 
生産性分野での途上国支援
の主要な機関 

政府委託事業として日本生
産性本部が実施 

JICA 

日本生産性本部の援助の上
での役割 

アメリカ援助の受け入れ機
関から、援助実施機関へ 

カイゼン・プロジェクトの
コンサルタント 

海外展開の方法 ヨーロッパ生産性センター
をモデルに多国間の枠組み
（APO 中心） 

２国間援助を中心にしつ
つ、途上国間（南から南へ）
の援助である南南協力も活
用 

その他 受け入れ対象研修員には琉
球政府派遣研修員も含まれ
ていた。 

 

 
表２ 被援助国としての経験およびアジアへの展開期の含意 

項目 被援助国としての経験 アジアへの展開期 
体制 民間の経済団体が援助受け

入れを主導しつつ、政府が
それを産業政策で補完 

経済団体が援助実施を主導し
つつ、APOを活用しながら生産
性本部と政府が補完 

援助の目的 東西冷戦における労働組合
の西側への取り込み（労働
組合の強い取り込み） 

長期視野の援助国の自立能力
形成 

援助方式 - 費用共同負担（コスト
シェア）（とくに民間の
負担が政府よりもおお
きかった） 

- 大規模な研修員受け入
れ 

- 大学間協力 

費用日本側負担（ほとんどの
ケースで日本側も受け入れ側
も政府の負担） 

援助のインパクト 包摂的な経済成長 
協調的な労使関係の醸成 
オーナーシップの醸成 

企業パフォーマンスの向上 
労働条件の改善 
オーナーシップの醸成 

 
(2)カイゼンのもたらした労使分配率研究の成果（定量・歴史・日本） 
この研究においては（1）で述べたカイゼンの日本への導入がどのような影響があったかを明
らかにした。先に述べたとおり、生産性向上をアメリカの援助で導入した日本であったが、生産
性向上は諸刃の剣である。なぜなら、カイゼンは企業のパフォーマンスを向上させる一方で、よ
り少ない労働者ですむことを意味するからである。そのため生産性の向上は、労働者が職を失っ
た場合には、労働者の生活に悪影響を及ぼす可能性がある。図 1は、過去 20年間のいくつかの
国の GDP に占める労働分配率を示したものであり、減少傾向にある。これは、GDP に占める労働
者に分配される所得の割合が減少していることを意味しており、これは世界的な傾向である。格
差が拡大する時代にあって、生産性向上の分配の側面が非常に重要になってきている。 
図２は、日本のＧＤＰにおける企業規模別の労働対価を示したものである。図から明らかなよ
うに、日本では 1960 年代以降、大企業、中小企業ともに労働分配率が着実に上昇している。こ
れは、図 1に見られる現在の世界的な傾向とは対照的であり、労働分配率は上昇傾向にある。 
また、図３に示すように、一人当たり GDP が増加するにつれて、生活保護を受けている世帯
の割合は、1952 年には約 40％であったものが、1970 年代半ばには約 20％にまで急速に減少
している（日本では 2009 年まで貧困ラインの公式定義がなかったため、長期的な時系列デー
タがないため、この指標を用いた）。したがって、日本の経済成長は、特に 1960 年代から 1980
年代にかけての高度成長期には包摂的な成長を遂げていたと言えるだろう。 

 



図１ 各国における労働分配率の推移 

 

 

      図２ 日本における労使分配率の推移（企業のサイズ別）  

 
 

図３ 日本における一人当たり GDP と生活保護受給家庭の割合の推移 
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(3) インパクト評価手法による実際のプロジェクト研究の成果（定量・現在・途上国） 
3 つ目の研究内容は JICA の「中小 企業の品質・生産性向上に係るファシリテーター能力向上
プロジェクト(中米・カリブ広域)」(2009 年〜2013 年)にかかわった企業(94 社)を対象に経営陣
と従業員 双方から聞き取り調査を行い、比較群の企業(182 社)と比較を行いプロジェクトの効
果を傾向スコアマッチング手法によって分析したものである。対象国は 8か国（グアテマラ、ベ
リーズ、ホンジュラス、エルサルバドル、ニカラグア、パナマ、ドミニカ共和国、コスタリカ）。 
分析の結果、カイゼンの導入が労働条件を改善し、労働者の間の信頼(社会関係資本)を強化す
ることが確認された。また、カイゼンの研修の後、経営者の研修に対する支払い意思額(WTP) が
高まったことも確認されたが、一方、経営者と労働者ではカイゼンの効果について 異なった見
方がされていることも分かった。これらの結果は、今後のカイゼン協力のあり方をさらに効果的
にすることにつながると思われる。 
 

表３ 企業における社会関係資本の変化 
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